
公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和5年度）

１　基本情報（現年７月１日現在）

２　出資等の状況（直近の決算現在）

（単位：千円）

※「出資等」とは、地方自治法に基づく「出資又は出捐」をさします。

※「資本金等」とは、地方自治法に基づく「資本金、基本金その他これらに準ずるもの」をさします。

【内訳】

※四捨五入の影響で、割合の合計が100％にならないことがあります。

※一定の同質性がある場合や割合上位５者以外は、まとめていることがあります。 　

※まとめた場合、順位は「―」としており、まとめた者の中で最も高い出資割合は備考をご覧ください。

総合企画部　国際課
商工労働部　経済政策課

043-223-2436
043-223-2733

令和5年6月15日

公益財団法人　ちば国際コンベンションビューロー

代表理事　吉田　和彦

千葉市美浜区中瀬１－３　幕張テクノガーデンＤ棟１４階

043-297-4301

https://www.ccb.or.jp/

平成元年6月1日（平成13年4月1日（財）千葉国際交流協会と統
合）

１　当財団は、千葉県における地域経済の活性
化、文化の向上及び国際相互理解の増進を図るた
めに、千葉県の有する歴史、文化、自然、産業、
その他の地域特性を活かし、国際会議や企業の報
奨・研修旅行など、MICEの誘致や開催支援等を実
施するとともに、国際交流・多文化共生の推進に
取り組んでいます。
２　しかし、超低金利政策の影響により、財団運
営の財源となる基本財産の運用益（国債等の利子
収入）が減少傾向にあり、当財団は、近年、厳し
い財務状況が続いています。そのため、一層の経
費節減に努めるとともに、県と協議しながら、安
定した財務基盤の確立に向けて対策を進めてまい
ります。
３　MICE事業については、新型コロナウイルス感
染症の拡大により、MICEの開催件数は大きく減少
しました。一方で、コロナ禍を契機として、会議
等のオンライン化が進むなど、MICEを巡る社会経
済環境が急速に変化しました。コロナ禍が収束に
向かう中、これらの状況変化を踏まえて、開催都
市としてのブランド力の向上など、経済効果以外
の点においても、千葉県への開催効果がもたらさ
れるよう、MICEの誘致・開催支援に積極的に取り
組んでまいります。
４　国際交流・多文化共生事業については、千葉
県に住む外国人が年々増加する中で、県民と外国
人が、異なる文化や生活習慣等への相互理解を図
り、安心して暮らすことができるよう、日常生活
の悩み等に対する多言語での相談支援や国際理解
セミナーの開催など、多文化共生社会の実現に向
けた取組を進めてまいります。

経営方針（団体代表者が記入）

60.89%

9.37%

1.17%

1.17%

0.98%

0

団体名 （県）所管所属

代表者
職氏名

電話番号

2,135,050

左記割合の
順位

1位

2位

直近の決算
承認日

所在地

【設立趣意等の経緯】
　平成元年、同年度に設立された幕張メッセとともに、千葉県の
有する歴史、文化、経済その他の地域的特性を生かし、千葉県で
開催される会議、報奨・研修旅行、国際会議及びイベント事業等
を推進するため、財団法人千葉コンベンションビューローが設立
された。
　また、昭和59年には、本県の国際交流を積極的に推進すること
により国際親善及び国際理解を図り、もって本県の国際化に寄与
するため、千葉県国際交流協会が設立され、平成2年には財団法人
化された。

【略歴】
H元.6　（財）千葉コンベンションビューロー設立
H13.4　（財）千葉県国際交流協会※との統合
H25.6　公益財団法人に移行

※S59　千葉県国際交流協会の設立（H2に財団法人化）

電話番号

団体ＨＰの
ＵＲＬ

資本金等の
金額（千円）

1,300,000

200,000

資本金等以外の
金額（千円）

千葉県

千葉市

0

0

　千葉県の有する歴史、文化、経済その他の地域的特性を生か
し、千葉県で開催される会議、報奨・研修旅行、国際会議及びイ
ベント事業等を推進するとともに、国際交流の促進等を図り、
もって地域経済の活性化及び文化の向上並びに国際相互理解の増
進に資することを目的とする。

備考

定款に定める
設立の目的

該当なし

該当なし

該当なし

最大出資割合0.7%

成田市

その他248者

資本金等以外の金額

出資等の対象の区分

25,000

25,000

21,000

02,135,050

左記全体に
占める割合

当初設立
年月日

設立の経緯
団体の略歴

該当なし

該当なし

0

0

3位

3位

5位

026.42%564,050 ―

出資等の合計

資本金等の金額

出資等した者

船橋市

浦安市
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和5年度）

３　団体の主な事業（直近の決算現在）

うち県からの収入

【県の財政支出の有無】

【事業区分】【事業１】名称：ＭＩＣＥ誘致・支援事業

【事業内容・実績】
　・国際会議や企業等の報奨・研修旅行など、千葉県へのMICE誘致や開催支援等を実施する。
　・R4年度実績：誘致件数 65件
　 ※MICEとは、企業等の会議（Meeting）、企業等の行う報奨・研修旅行（Incentive Travel）、国際機関・団体、学会等が行う
国際会議（Convention）、展示会・見本市、イベント（Exhibition/Event）の総称

公益目的事業

【事業内容・実績】
　映像関係者に対するロケ地の情報提供、相談、撮影支援等
　○R4年度実績
　相談受付件数：2,948件、撮影依頼件数：337件、撮影件数：92件

【公共性・公益性】
　地域の知名度向上、観光客の来県促進等に寄与する。

【類似事業を行える他団体又は事業が競合する他団体の有無】

28,136 千円

【事業３】名称：国際交流・多文化共生推進事業 【事業区分】

千円

【事業収支】 【事業支出】 【内部収入】 【外部収入】 うち行政からの収入 うち県からの収入

▲ 14,474 千円 69,753 千円 0 千円 55,279 千円 53,425 千円 52,750

【県の財政支出の有無】

無 補足説明 該当なし 有（委託料）

【事業収支】 【事業支出】 【内部収入】 【外部収入】 うち行政からの収入

千円千円

【事業収支】

▲ 35,190

補足説明

【事業支出】

【公共性・公益性】
　MICEの開催は、参加者の宿泊や飲食、観光などによる高い経済波及効果をもたらすとともに、開催都市のブランド力の向上等に寄
与する。

【類似事業を行える他団体又は事業が競合する他団体の有無】

161

該当なし 有（補助金等）

【事業２】名称：映画・ドラマ撮影支援事業（千葉県フィルムコミッション運営事業） 【事業区分】 公益目的事業

【内部収入】 【外部収入】

128,973 0 93,783

無

71,937

うち県からの収入うち行政からの収入

90,631 千円千円千円千円

千円

【事業内容・実績】
　国際交流ボランティア制度の運営やボランティア育成のための講座開催、出前講座への外国人ボランティアの講師派遣等を実施。
　県、市町村国際交流協会、市町村、JICA、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ、教育機関等の関係者・関係機関による連携を強化するため、会議や意見交換
会等のミーティングや、国際理解セミナーや国際フェスタCHIBA等のイベントを開催。
　県内在住の外国人が安全で安心な生活を送ることができるよう、13言語での対応が可能な相談窓口を設置。
　日本語学習支援者向けの講座の開催、地域の日本語教室の助言・指導を実施。

【公共性・公益性】
　国際交流、国際協力、多文化共生等に関する意識啓発、活動促進や、外国人に対する有益な情報の提供等に資する。

千円 28,136

【類似事業を行える他団体又は事業が競合する他団体の有無】 【県の財政支出の有無】

無 補足説明 該当なし 有（補助金等＋委託料）

公益目的事業

27,975 千円 0 千円 28,136 千円

【事業５】名称： 【事業区分】

【事業内容】 【県の財政支出の有無】

【事業収支】

0 千円 0

【事業４】名称： 【事業区分】

【事業内容】 【県の財政支出の有無】

【事業収支】 【事業支出】 【内部収入】 【外部収入】 うち行政からの収入 うち県からの収入

0 千円千円0 千円 0 千円 0 千円

【事業支出】 【内部収入】 【外部収入】 うち行政からの収入 うち県からの収入

0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和5年度）

４　県の関与等の現状に関する見直し（現年７月１日現在　※ただし、（４）（６）は直近の決算現在）

【計画等名】（対象期間：○～○）

【指標名】（単位：○○）

【指標と事業の関係性及び達成状況】

基準（○年度） 実績（○年度） 目標（○年度）

（７）団体に勤務する県
現職者の役職・業務内容
と派遣等の必要性

（５）資本金等に占める
県の出資若しくは出捐の
割合又は金額の妥当性

【県が出資等した当初の目的】
　千葉県の有する歴史、文化、経済その他の地域的特性を生かし、千葉県で開催される会議、報奨・研修
旅行、国際会議及びイベント事業等を推進するとともに、国際交流の促進等を図り、もって地域経済の活
性化及び文化の向上並びに国際相互理解の増進に資することを目的とする。

【関係を維持する現在の意義】
　我が国の人口が減少し、本県でも今後人口減少が予測される中、経済発展を維持するためには、MICE誘
致等外国からの来訪促進が欠かせない。国内外のMICE誘致競争は年々熾烈になっており、誘致実績でさら
に上位を目指すためには、誘致競争力の更なる強化が必要である。
　国際交流に関しては、国内の労働力不足を背景に、県内の在住外国人数は令和4年末時点で約18.2万人
と県人口の約2.9%を占め、過去10年で約1.7倍に増加している。これまで以上に外国人の生活環境の整備
への支援が求められるとともに、国籍や言語、文化、習慣などの異なる人々が互いの違いを認め合い、地
域社会の一員として共に暮らし活躍することのできる多文化共生社会の実現が重要な課題である。
　以上のような社会経済情勢下において、当財団の取り組みは現在も設立当初以上の意義があるものと考
える。

【県が関与の理由としている事業のうち、他の担い手が存在している事業】
事業●　○○○○

【他の担い手が存在している場合であっても関係を維持する意義】

　当財団は、非営利団体として事業の公平性を担保しつつ、県・市や関連企業等からの派遣職員を受け入
れることで広く関係機関との橋渡しが可能である。そのような中で長年蓄積されたMICE誘致に関するノウ
ハウを活かして事業展開しており、本県におけるMICE誘致に大きな役割を果たしている。また、異動のな
いプロパー職員の持つ人脈は、県の直営では得られないものである。
　国際交流や多文化共生推進事業では、団体が有する専門的なスタッフや民間団体との人的ネットワーク
といった資源の活用を前提としており、そうした資源を持たない県による直営や他の民間企業への委託で
は同様の成果が期待できない。
　当財団はこのような専門的能力と実績を備える県内唯一の組織であり、他の事業手法より費用対効果が
高いと言える。

（３）県が自ら施策を実
施することその他の事業
手法と費用対効果を比較
して、出資又は出捐関係
を維持する意義

（１）当初の目的を踏ま
えつつ現在において必要
性を問い直してもなお、
出資又は出捐関係を維持
する意義

（２）類似団体や民間団
体などの他の担い手が存
在している場合において
もなお、出資又は出捐関
係を維持する意義

【名称】（公財）ちば国際コンベンションビューロー事業費補助金

【内容】104,223千円（コンベンション部門77,175千円、国際部門27,048千円）
　千葉県で開催される会議、報奨・研修旅行、国際会議及びイベント事業等の推進及び国際交流の促進等
に対する補助

【必要性】
・MICE誘致、国際交流の促進を図り、地域経済の活性化及び文化の向上並びに国際相互理解の増進に資す
ることは、本県の施策と合致する。
・当財団の実施事業は、いずれも公益目的事業で受益者負担による事業構築が難しく、収益は基本財産の
運用益と賛助会費の他は、県及び千葉市からの補助金及び県からの委託事業収益がほとんどを占めている
ため、財政的支援が必要である。

0

（４）県が関与の理由と
している事業が関係する
県計画等の主な達成状況

　千葉県におけるコンベンションの振興を図り、もって地域経済の活性化等に資するため、また、千葉県
における国際交流の推進により国際親善及び国際理解を図り、県の国際化に寄与するという公益的目的を
果たすためには、地方公共団体の出捐が不可欠である。県の施策方向に合わせた財団運営を行う必要があ
ることから、過半数を超える県の出捐割合（約60％）は妥当である。

2 名県以外が負担県が負担【諸手当等を除く給料・報酬の負担者・人数】

【役職・業務内容】
　総務（予算・決算及び人事等）

【派遣等の必要性】
　本県のMICE誘致や開催支援については、当該分野の専門性を有する当財団が実務を担っており、県の施
策方向に合わせた取組を行っている。また、多文化共生等の事業を推進するうえでも、県の政策を反映さ
せた内容で実施する必要があることから、県の当財団への人的支援は不可欠である。当財団の総務部門は
財団全体を統括するとともに、財団運営にあたっては県と連携を密にする必要があることから、県事務職
員の派遣が必要である。

（６）運営費補助や赤字
補填等を目的とした財政
支出の名称、内容及び必
要性

名
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和5年度）

５　関与方針に基づく取組状況等（直近の決算現在）

５－２　経営健全化方針に基づく取組状況等（直近の決算現在）

※公社等外郭団体関与指針第５の１（２）に規定する次の法人に該当する場合で、要件の詳細は同細則４をご覧ください。

　・債務超過法人

　・実質的に債務超過である法人

　・近年の経常損益の状況から赤字が累積し、近い将来、債務超過に陥る可能性が高い法人 

　・県が多大な財政的リスクを有する法人

※　関与方針とは、令和４年１２月２７日策定の「公社等外郭団体関与方針」であり、「関与方針区分」や「県としての具体的な取
組」は、そこから転記しています。

（１）策定要
件の該当性※ 該当しない

〇国内外の競合都市との厳しいMICE誘致競争に打ち勝つためには、今後も積極的な誘致活動を継続する必要があ
り、財源や専門人材の確保、関係団体等とのネットワークの一層の強化が課題となっている。
〇国際交流部門においては、外国人県民の増加に伴い、外国人相談や地域日本語教育の推進、災害時における外国
人の支援など、団体に求められる役割が増大している。これらに適切に対応するため、長期的な視点で人員体制等
について検討する必要がある。
○団体の収入の大部分が、県からの補助金及び委託料収入となっているため、県と連携しつつ、収支構造の改善を
図る必要がある。

①団体に求められる役割が増大しているため、社会構造の変化などに応じた機能の充実を含めた活用方法の見直し
を検討する。
②同時に、安定的かつ持続的な経営を実現できるよう、新たな財源確保を含めた、収支構造の改善を求める。

〇令和4年度前半は新型コロナウイルス感染症による影響があったが、10月からの水際対策の緩和を受け、令和4年
は参加者約6,000名規模の国際会議など、JNTO基準を満たす国際会議を計12件開催した。
　※JNTO基準とは、国際機関、国際団体（各国支部を含む）または、国内機関・国内団体（民間企業以外）が主催
した会議で参加者数 50 人以上、参加国数3カ国以上、開催期間1日以上であるもの。
〇年々増加する外国人との多文化共生社会づくりのために、外国人相談や地域日本語教育の推進のほか、災害時も
含めた多言語での情報発信に努めているところ、令和4年度はウクライナからの避難民を支援するため、生活全般へ
の相談の受付案内や、地域日本語教室を時限的に設置して対応した。
〇令和4年度に行った当該財団の事務所移転により、経費削減を図った。
〇当該財団の収支構造の改善について、現在協議を行っている。

関与維持（県と連携した経営改善）

（３）取組実
績とその成果

（４）課題

（２）県とし
ての具体的な
取組　※

〇県全域をカバーするコンベンションビューローとしてMICE誘致等を行う当該財団の取組みは非常に重要であるこ
とから、組織の体制の見直しを求めていく。
〇国際交流部門については、外国人県民の増加に伴って増大する役割に対応しうる体制の検討を求めていく。
〇安定的かつ持続的な経営を実現できるよう、新たな財源の確保や事務の合理化など収支構造の見直しを求める。

（５）県とし
ての今後の対
応の方向性

（１）関与方
針区分　※
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和5年度）

６　地方自治法に基づく監査の状況（既に公表されている監査結果等）

（１）財政的援助団体等監査（地方自治法第１９９条第７項）

※1「監査結果」の「指摘事項」「注意事項」は県報別冊「監査結果」（いわゆる監査報告書）の内容を記入しています。

※2「措置の内容」は県報別冊「監査の結果に係る措置の通知の公表」（いわゆる措置公表）の内容を記入しています。

（２）包括外部監査（地方自治法第２５２条の３７第４項等）

※該当がある場合は、直近１年度分を記入しています。

平成28年1月29日

監査結果
※以下のリンク先をご覧ください

措置の内容
※以下のリンク先をご覧ください

https://www.pref.chiba.lg.jp/kansa/chousei/gaibu/documen
ts/h26-zenbun.pdf

https://www.pref.chiba.lg.jp/kansa/chousei/gaibu/documents
/h28-gaibu-soti.pdf

有

有

監査結果　※1 措置の内容　※2

【指摘事項】
該当なし

該当なし

監査結果　※1

監査テーマ 県が独自に行い、かつ市町村以外の者に対して交付する補助金、負担金及び交付金の財務事務等の執行

監査実施の有無

１つ前の実施年月日 令和4年3月18日 措置の公表年月日 - 監査実施の有無

実施年度 措置の公表年月日

有

平成26年度

【指摘事項】
該当なし

該当の有無

【注意事項】
該当なし

措置の公表年月日 -

措置の内容　※2

有

監査結果　※1 措置の内容　※2

【指摘事項】
該当なし

該当なし

【注意事項】
該当なし

該当なし

【注意事項】
該当なし

該当なし

２つ前の実施年月日 令和2年11月16日 措置の公表年月日 - 監査実施の有無

該当なし

直近の実施年月日 令和4年11月16日

該当なし
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和5年度）

７　組織運営等の状況（直近の決算現在）

（１）理事会等の状況

※「開催回数（書面）」では、延べ開催回数を実数計上し、書面開催の回数を（カッコ）で内数計上しています。

※「定例回数（書面）」では、定例的に開催している回数を実数計上し、書面開催の回数を（カッコ）で内数計上しています。

※「定例回数の平均出席率」では、書面開催を除く各回の理事等の出席率（出席者の数÷全構成員の数）を計算し、

　その和の平均（出席率の合計÷書面開催を除く定例回数）を計算して計上しています（百分率で小数点第１位を四捨五入）。

※「備置」とは、事務所に備え置いて閲覧の権利を有する者等が求めた際に、すぐに見られるようにすることです。

（２）監査の状況

※監査又は会計に識見を有する者の詳細は、公社等外郭団体関与指針細則７をご覧ください。

（３）採用している会計基準

（４）財務諸表等の作成・公表・備置の状況

※「公表」とは、原則として団体のホームページで公表することです。

※「備置」とは、事務所に備え置いて閲覧の権利を有する者等が求めた際に、すぐに見られるようにすることです。

内部的な
監査

外部的な
監査

貸借対照表

正味財産増減計算書等又は
損益計算書若しくはその要旨

キャッシュフロー計算書

附属明細書

財産目録

事業計画書

情報公開に関する規程

有

監査又は会計に識見を有する者

財務諸表等の名称

定款

役員名簿

有

公認会計士又は監査法人

有 無 有 有

収支予算書

役職員の報酬及び給与に関する規程

業務の委託方法に関する規程

無

無 有 無 無 無 無

無 有 無 無 無

無 無

事業報告書

定例回数
（書面）

2(1)

開催状況

備置義務の
有無

備置の有無

有 有

理事会等の状況

理事会又は取締役会

議事録

定例回数の
平均出席率

作成義務の
有無

作成の有無

2 5(4) 67%

資金運用に関する規程

個人情報保護に関する規程

義務回数
開催回数
（書面）

社団法人の構成員である
社員の名簿

監査の状況
（行政による監査等は除き、

団体主体のものに限る）

無無 有 無 無 無

無 無 無 無

有

有

有 有 無 有 有 有

有 有 無 有 有

有

有 有 無 有 有 有

有 有 無 有

有 無 有 有

無 無

有

有 無 有 有

有

無

無 無

無 無

無

監事又は監査役
としての就任

実施の有無

無

備置義務
の有無

有 有 無

新公益法人会計基準（平成20年改正）

有

有 有 有 有 有 有

有 有 無

―

有

無 無 無

有 有

有

無 無 無 無 無 無

有

無

有

有 有 有

名称
その
他欄

作成義務
の有無

作成の有無
公表義務
の有無

公表の有無

契約に基づき公認会計士が決算関係書類の適法
性・正確性などをチェック

備置の有無

義務の有無 就任の有無 実施している外部的な監査の内容

有

該当なし

補足事項
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和5年度）

８　役職員等の状況

（１）常勤の役職員数 （単位：人） （各年度７月１日現在）

常勤役員数 ①～⑤の和

プロパー ①

民間人材　※1 ②

県退職者 ③

県現職者 ④

その他 ⑤

常勤職員数　※2 ⑥～⑨の和

プロパー ⑥

県退職者 ⑦

県現職者 ⑧

その他 ⑨

※1 「民間人材」とは、プロパー、議員、自治体の首長、行政職員（退職者を含む）等ではない外部の人材です。

※2 「常勤職員」とは、正規・非正規を問わず、団体が常勤職員として雇用している方です。

（２）常勤役職員の平均年収等の状況

※この表は実人員数に基づいて記入しています。

　実人員数とは、ある年度中の毎月1日現在の役職員数を合計して12か月で割り、小数点第2位を四捨五入しています。

※該当者が１名しかいない場合、個人情報保護の観点から平均年齢・年収は「＊」となっています。

９　中長期的な計画や達成目標となる指標の策定状況

前年度決算（R3年）

16

人）1

1 1 1 1 1

1

0

1 1 1 1

歳

千円

項　目

千円

人（ 2 人（

21 20 13

11

2 2 2 2 2

3

21

3 3 3 3

0 0 0

35 33

現年度
（R5年）

2

人数（内数：県退職者及び県現職者） 32 人（ 5 人） 29 人（ 5 人）

0

33

3,765

取組状況

　令和２年頃から感染の広がった新型コロナウイルス感染症の影響により、事業活動が大幅に制限されたが、
各事業分野において以下のとおり取り組んだ。
（１）MICE関連
　感染防止のため行動制限が行われたが、情報の収集・提供等の誘致活動をオンラインで行う等、アフターコ
ロナを見据えた活動を行った。また、新型コロナ関連事業としてMICE関係者や医療従事者への宿泊補助を行う
「新型コロナウイルス緊急対策」や、千葉市と連携した「MICE関連施設感染拡大防止対策補助制度」、「ハイ
ブリッド型MICE開催促進補助事業」を実施。
　令和４年度からは新型コロナウイルス感染症の影響からの回復局面の中、海外商談会への対面での参加を再
開し誘致に努めている。
（２）フィルムコミッション関連
　ロケの受入れ休止、条件付きの受入れの増加を受け、業界のガイドラインの活用と併せて「ロケ撮影におけ
る新型コロナウイルス感染予防対策確認書」を作成し、制作会社に同書の提出を必須とするなど、関係者の安
全・安心に配慮して事業を進めた。
（３）国際交流・多文化共生関連
　外国人相談では新型コロナウイルス感染症関連の相談が多く寄せられ、多言語で対応した。また、新型コロ
ナウイルス感染症の対応について、在住外国人や支援者向けに積極的に情報発信を行った。
　また、各種の講座等をオンラインや書面にて開催するなど、活動の継続に努めた。

直近決算（R4年）

66 65

5,820 5,838

千円 4,089

例：4～6月（3か月間）の役員数が5名、7～12月（6か月間）が6名、1～3月（3か月間）が5名であった場合は、
（15人＋36人＋15人）/12か月=5.5人となります。

歳

千円

常勤役員

常勤職員

2 1

歳 歳

平均年収

有

51 52

策定の有無

29 29

9 7 8 8

0 0

0 0

0 0 0 0 0

0

名称 公表方法

策定年月日対象期間

団体ＨＰ掲載＋備置ちば国際コンベンションビューロー第6次中期計画

平成31年3月8日

概要

指標の達成状況

特記事項

平成31年4月　～　令和6年3月

当財団の目指すべき５つの姿
・オール千葉でのMICE誘致・開催と財団各部門（MICE事業部、スポーツコンシェルジュ、フィルムコミッショ
ン及び国際交流センター）相互の有機的連携による効果的、効率的な事業展開
・千葉市、成田市、木更津市、浦安市及び柏市のMICE重要拠点都市の活性化と波及効果の拡大
・東京観光財団、横浜ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝﾋﾞｭｰﾛｰ、パシフィコ横浜などとの首都圏連携の推進
・幕張新都心の新たなステージに向けた活性化と地域づくり支援
・在住外国人の増加に対応した多文化共生の促進

（MICE）開催件数：C（JNTO基準）【R4実績】12件【R4目標】124件  ※基準外実績81件
　　　　　　　　　M/I/E　　　　【R4実績】3件【R4目標】60件
（FC）撮影依頼件数【R4実績】337件【R4目標】200件
　　　撮影支援件数【R4実績】 92件【R4目標】 48件

該当なし

2 2 2 2

項　目
直近４年度前
（R1年）

直近３年度前
（R2年）

前々年度
（R3年）

前年度
（R4年）

人数（内数：県退職者及び県現職者）

平均年齢

平均年収

平均年齢

人）
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和5年度）

１０　財務状況 （単位：千円又は％）

（１）貸借対照表

公益法人会計の場合 ※使用しない表は行ごと削除

（２）損益計算書

公益法人会計の場合（正味財産増減計算書等） ※使用しない表は行ごと削除

（３）主な経営指標

公益法人会計の場合 ※使用しない表は行ごと削除

※正味財産が「０」又は債務超過の場合、「自己資本比率」「有利子負債比率」は計算できません。

　うち評価損益等 0 0 0 該当なし

該当なし

―

補助金返還額の減

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

事務所移転に伴う

該当なし

千葉市補助事業終了に伴う補助金の減
事務所移転に伴う賃借料等の増

該当なし

事務所移転経費

該当なし

事務所移転に伴う経常・経常外費
用の増

該当なし

該当なし

直近の増減理由
（対前年比10％以上の増減等）

該当なし

該当なし

該当なし

事務所移転に伴う賃借料等の増（移転元・
先において重複期間があるため）

該当なし

271,644 263,211 ▲ 7.01%244,761

257,059

前々年度決算
（R2年）

前年度決算
（R3年）

直近決算
（R4年）

55,942 57,085

経常外収益 0 0 0 ―

当期経常増減額

負
債

流動負債

71,212

経常費用

　うち管理費

　うち事業収益 59,577 4.37%

経常収益 234,303

直近増減率
（前年度比）

繰越損益相当額 102,554 96,403 ▲ 26.13%

▲ 8.85%

項 目

265,044

自己資本比率（正味財産÷（負債＋正味財産）×100）

有利子負債比率（有利子負債残高÷正味財産×100）

94.53% 96.50% 96.76%

0.00% 0.00%0.00%

前々年度決算
（R2年）

前年度決算
（R3年）

直近決算
（R4年）

227.37% 376.35% 469.39%

0 0

事務所移転に伴う経常・経常外費
用の増

―

0 0 0 ― 該当なし

項　目

流動比率（流動資産÷流動負債×100）

該当なしその他支出 0 0 0 ―

当期正味財産増減額 ▲ 6,600 ▲ 6,152 ▲ 25,191 ▲ 309.48%

当期一般正味財産増減額 ▲ 6,600 ▲ 6,152 ▲ 25,191 ▲ 309.48%

0 0

当期経常外増減額 ▲ 14,733

その他収入

評価損益等 0 ―

17,896 17.83%

―

経常外費用 0 0 14,733 ―

▲ 6,600 ▲ 6,152 ▲ 10,458 ▲ 69.99%

0 0

15,112 15,188

当期指定正味財産増減額 0

指定正味財産 2,135,050 2,135,050 2,135,050 0.00%

正
味
財
産

一般正味財産 102,554 96,403 71,212 ▲ 26.13%

正味財産合計

46,393 48,826

0

2,237,604 2,231,453 2,206,262 該当なし

34,512 25,126 ▲ 27.20%

　うち長期借入金 40,000 40,000 40,000

　うち有利子負債 0 0 ―

0.00%

負債合計 129,466 80,905 73,952 ▲ 8.59%

固定負債 44,872 5.24%

84,594

▲ 1.13%

資
産

流動資産 192,345 129,885 117,938 ▲ 9.20%

　うち有形固定資産 0 0 0

固定資産 2,174,725

―

資産合計 2,367,070 2,312,358 2,280,214 ▲ 1.39%

2,182,473 2,162,276 ▲ 0.93%

項　目
前々年度決算
（R2年）

前年度決算
（R3年）

直近決算
（R4年）

直近増減率
（前年度比）

直近の増減理由
（対前年比10％以上の増減等）

該当なし

該当なし

2,135,050 0.00% 該当なし
参
考

2,135,050基本財産 2,135,050
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公社等外郭団体の経営状況等の評価に係る調査票（令和5年度）

１１　借入金等残高等の状況 （単位：千円又は％）

各年度の借入金等

各年度の償還金等

借入金等決算残高 ①＋②

経営難を理由としたもの ①＝③＋⑤＋⑦

それ以外のもの ②＝④＋⑥＋⑧

県 ③＋④

経営難を理由としたもの ③

それ以外のもの ④

県以外の行政 ⑤＋⑥

経営難を理由としたもの ⑤

それ以外のもの ⑥

民間その他 ⑦＋⑧

経営難を理由としたもの ⑦

それ以外のもの ⑧

県による損失補償等の額※ ⑨＋⑩

経営難を理由としたもの ⑨

それ以外のもの ⑩

※　損失補償等とは、損失補償、損失てん補又は債務保証です。

１２　総収入と県の財政支出等の状況

（１）総収入と県の財政支出等 （単位：千円又は％）

総収入 ①＝②～⑥の和

運用益収入 ②

会費収入 ③

寄附収入 ④

行政からの委託料等収入 ⑤

その他収入（②～⑤以外） ⑥

県の財政支出 ⑦＝⑧＋⑨＋⑩

対総収入割合 ⑦÷①

委託料 ⑧

対総収入割合 ⑧÷①

補助金・交付金・負担金 ⑨

対総収入割合 ⑨÷①

その他（⑧⑨以外） ⑩

対総収入割合 ⑩÷①

有価証券等損益 ⑪＋⑫

有価証券等評価損益（含み損益） ⑪

売却・償還・配当等損益（実損益） ⑫

（２）県からの財政的な支援（借入金及び損失補償等を除く） （単位：千円）

資
金
運
用
等

24,713 22,470 25,018 11.34%

0 0 0 ―

24,713 22,470

2,276,827

直近増減率
対前年度比

2,101,961 1,953,564 ▲ 7.06%

25,018 11.34%

265,044

県
の
財
政
支
出
の
内
訳

55,912 56,219 56,500 0.50%

21.10% 21.87% 24.11% 2.24%

96,250

0

115,343 114,768 96,250 93,321 104,223

直近４年度前
（H30年）

直近３年度前
（R1年）

前々年度
（R2年）

前年度
（R3年）

直近決算
（R4年）

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

257,059 234,303 ▲ 8.85%

0 0 ―

0.00% 0.00% 0.00% ―

93,321 104,223 11.68%

36.31% 36.30% 44.48% 8.18%

215,236 210,121 182,119 ▲ 13.33%

7.48%

57.41% 58.17%

直近決算
（R4年）

借
入
・
償
還
先
の
内
訳

40,000 40,000 40,000 0.00%

0 0 0 ―

0 0 0 ―

0 0 0 ―

0 0 0 ―

0 0

0 0 0 ―

40,000 40,000 40,000 0.00%

0 0 0 ―

40,000 40,000 40,000 0.00%

0 0 0 ―

0 ―

0 0

項 目
前々年度決算

（R2年）
前年度決算
（R3年）

直近決算
（R4年）

直近増減率
対前年度比

0 ―

40,000

0 ―

0 0

0 0 0 ―

0 0 0 ―

0 0 0 ―

40,000 40,000 0.00%

赤字補填等

経営難を理由とした追加出資又は出捐

11.34%

1.72%

70.07%

24,713 22,470 25,018

23,130 21,137 21,501

1,965 3,331 5,665

0 0 0 ―

152,162 149,540 160,723

68.60% 10.42%

保有・運用中の有価証券等の取得額

項　目

運営費補助

前々年度決算
（R2年）

前年度決算
（R3年）

項 目
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